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平日交通対策について

平成２４年度におけるモビリティ・マネジメントの実施方針

資料３
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１. 前回までの取組概要（実態調査）

調査名 通勤に関する公共交通の利用環境調査調査期間 平成23年2月9日～28日配布・回収方法 郵送配布・郵送回収調査対象 奈良中心市街地内の事業所のうち、総従業員数が10人以上の民間企業・自治体の各事業所配布数 1,177通 （※1事業所に対して1通）回収数 424通回収率 36.0%

平日の朝・夕に中心市街地内で生じている交通混雑について、公共交通への転換促進を図ることによる混雑緩和の可能性について検討する

ため、中心市街地内の各事業所における通勤実態やマイカー通勤自粛に対する考えを把握し、さらに利用者のニーズに沿った公共交通利用

促進策を検討するための基礎資料とすることを目的に事業所に対するアンケート調査を実施した。

事業所通勤実態調査の実施目的

◆調査の概要
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２. 取り組み方針（案）

【マイカー通勤に対する方針別の自動車分担率】9657261
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【マイカー通勤削減意向別の自動車分担率】

◆モビリティ・マネジメントとは一人ひとりのモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向に自発的に変化することを促す、コミュニケーションを中心とした交通施策◆特徴コミュニケーションアンケートを中心としており、設備投資やサービス改善、あるいは、公共交通の値下げなどを行う必要がない
※鉄道駅圏（500m以内）・バス停圏（300m以内）の事業所を対象

◆鉄道駅圏・バス停圏にもかかわらず、自動車分担率が高い事業所がある。◆マイカー通勤の削減意向が高いほど、自動車分担率が高い事業所が少ない。◆マイカー通勤の削減意向がある事業所でも、自動車分担率が高い事業所が存在する。◆条件付で許可、従業員の自由となるにつれて、自動車分担率の高い事業所は多くなる。
設備投資やサービス改善、あるいは公共交通の値下げなどを行わ

ず、事業者や従業員の意識の喚起により、鉄道・バスへの利用転

換を図る。

ＭＭ（モビリティ・マネジメント）の実施

■調査結果
■実施方針◆公共交通の利用環境が整っていても、利用転換が進まない事業所がある。◆事業所の公共交通利用の意識が高いほど、自動車利用は少なくなる。◆公共交通への利用転換は、従業員の意向が重要となる。
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■ＭＭの実施例

３. 利用転換の取り組み（案）

ＭＭ施策

ＴＦＰ（トラベル・フィードバック・プログラム）

ＷＴＰ（職場トラベルプラン）

簡易ＴＦＰ

ワンショットＴＦＰワンショットＴＦＰワンショットＴＦＰワンショットＴＦＰ（参考1）○「コミュニケーション・アンケート」のみを実施するシンプルなＴＦＰ○効果測定のためだけに「事後調査」を実施
標準ＴＦＰ○参加依頼（ハガキ／訪問）○個別的情報提供（コミュニケーション・アンケート）・最寄りのバス停/駅に関する詳細な情報・手段転換の方法に関する簡単なアドヴァイス・行動を変えるとしたらどうするかなどを尋ねる
○一人あたり２回のアンケート調査（「事前調査」＋「コミュニケーション・アンケート」）を実施するもの○最も基本的なＴＦＰ○簡易ＴＦＰに「事後調査」と「事後フィードバック」を追加したもの○「事後調査」により「望ましい移動の仕方」を実践

○ＷＴＰに参加する職場を（法的に）選定し接触する○その職場の通勤・業務交通をどのように変容していくかのプラン策定を要請する

個人的プログラム
組織的

プログラム

ワンショットＴＦＰの事例ワンショットＴＦＰの事例ワンショットＴＦＰの事例ワンショットＴＦＰの事例【実施地域】京都府 宇治市【参加対象】約150社4,3654,3654,3654,365人（回答人（回答人（回答人（回答3,0023,0023,0023,002人）人）人）人）【回答率】68686868．．．．8%8%8%8%【効果】クルマ通勤をできるだけ控えてみようと思っている人が増加47.8% →47.8% →47.8% →47.8% → 54.6%54.6%54.6%54.6%

◆ アンケート回答事業所のなかから、マイカー通勤の削減意向がある事業所を訪問し、

通勤実態の聞き取り調査と、来年度の利用転換の考え方を説明。

◆事業者より、利用転換の進め方について、通勤費の増大などの意見がよせられた。

来年度ＭＭの実施内容として、事業所等の負担が少なく、

より多くの事業所を対象とする「ワンショットＴＦＰワンショットＴＦＰワンショットＴＦＰワンショットＴＦＰ」を実施

事業者からの意見■通勤費の増大■マイカーを業務で使用■通勤時間と合っていない■バス本数が少ない■駅・バス停から遠いなど
■事業所の意見

事業者負担が少ない。多くの事業所を対象

◆事業所の参画を促すには、事業所負担の少ない手法の採用が好ましいという意見がよせられた。

■委員の意見（京都大学：藤井教授（当協議会副会長））
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取組内容
４. 今後の方針（事業所の参画）

公共交通の利用環境

鉄道圏内鉄道圏内鉄道圏内鉄道圏内

バス停圏内バス停圏内バス停圏内バス停圏内

96事業所

（2,103人）

鉄道圏外鉄道圏外鉄道圏外鉄道圏外

バス停圏内バス停圏内バス停圏内バス停圏内

298事業所

（7，597人）

鉄道圏外鉄道圏外鉄道圏外鉄道圏外

バス停圏外バス停圏外バス停圏外バス停圏外

27事業所

（1,380人）

マ
イ
カ
ー

通
勤
削
減
意
向

削減意向あり削減意向あり削減意向あり削減意向あり

113事業所

（3,213人）

41事業所

（1,112人）

60事業所

（1,705人）

12事業所

（396人）

削減意向なし削減意向なし削減意向なし削減意向なし

163事業所

（3,993人）

54事業所

（990人）

98事業所

（2,345人）

11事業所

（658人）

未回答

145事業所

（3,876人）

1事業所

（3人）

140事業所

（3,547人）

4事業所

（326人）

■「ワンショットＴＦＰ」の対象事業所として、前年度調査に回答頂いた事業所より、マイカー通勤削減

の意向が高く、利用転換が可能な公共交通が整備されている事業所より、１５事業所程度を選定。

１５事業所程度を選定

（３００人程度）

（民間企業、官公庁・学校）

■事業所の参画を促すため、「エコ通勤優良事業所認証制度 」の取得など、事業者のメリットとなるよ

うな情報を積極的に発信し、参画への理解を得る。
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５．今後のスケジュール

今後の取組方針

公募案の検討

委託事業者の公募実施

ツール・資料の作成

TFPの実施

効果検証

報告書作成

平成２３年度

平成２４年度

第６回協議会（１月）

■ 第８回協議会

審議内容：今後の取組方針

審議内容：委託事業者の公募案

連携計画への追加

調査の実施 第５回協議会（８月）

審議内容：調査結果の概要

計６ヶ月

第７回協議会（３月）

約1ヶ月

約２ヶ月

約１ヶ月

約1ヶ月

約1ヶ月



ワンショットＴＦＰのアンケート内容（宇治市の例）

■コミュニケーションアンケート

参考１



ワンショットＴＦＰのアンケート内容（宇治市の例）

■コミュニケーションアンケート



ワンショットＴＦＰのアンケート内容（宇治市の例）

■事後調査


